





白糠町子育て支援住宅整備事業
様式集及び記載要領
（各工区共通）
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提案書等記載要領
白糠町子育て支援住宅整備事業（以下「本事業」という。）の提案書等の作成要領は、以下のとおりとする。

【一般的事項】
　　各提出書類を作成するにあたり、特に町からの指示がない限り、以下の項目に留意すること。
　　
１　言語、通貨及び単位
各提案書類に用いる言語は、日本語とし、全て横書きとする。書体は、特に指示がない限り、明朝体・文字サイズ10.5ポイント以上とする。
また、通貨は、円、単位は計量法（平成4年法律第51号）に定めるものとする。
　　
２　使用する用紙のサイズ等
図書のサイズは、表紙を含め、各規定様式を使用し、特に指定のない限り、日本工業規格「Ａ４版」縦置き横書き片面を基準とする。ただし、図面は「Ａ３版」を標準とする。
　　
３　電子データ
参加表明に必要な書類の電子データは、PDFファイル形式で、様式及び添付書類ごとに保存すること。
提案書の電子データを保存するアプリケーションソフトは、Microsoft Word（2016以下）あるいはMicrosoft Excel（2016以下）（いずれもWindows版）とする。なお、Microsoft Excel（2016以下）ファイルは計算式を残して提出すること。

４　その他提出書類に関する共通事項
（１）明確かつ具体的に記述すること。
（２）分かりやすさ、見やすさに配慮し、必要に応じて図、表、写真、スケッチ等を適宜利用すること。
（３）提出書類（様式及び添付書類）は、様式及び書類毎にまとめてインデックスをつけ、全体を1冊にファイルして提出すること。



様式集一覧
　　本事業への応募に関する提出書類は、以下のとおりとする。
（１）募集要項等に関する質問書提出書類（※提出期限：令和7年11月28日(金)【参加資格】）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（※提出期限：令和7年11月28日(金)【参加資格以外】）
	番号
	様式名
	提出の有無

	1
	募集要項等に関する質問書
	必要に応じて



（２）参加表明に必要な書類　（※提出期限：令和7年12月12日(金)）
提出部数　１部（提出物を保存した電子媒体１部）
	番号
	様式名
	記載上の留意事項

	2
	参加表明書
	所定の様式に必要事項を記入すること。
※様式３～４について、単独企業で参加する場合は提出不要。

	3
	グループ構成員及び役割分担表
	

	4-1
	特定建設工事共同企業体協定書（甲）
	

	4-2
	特定建設工事共同企業体協定書（乙）
	

	5
	白糠町子育て支援住宅整備事業に係る参加資格確認申請書
	所定の様式に必要事項を記入すること。 
以下に示す必要書類を添付の上、提出すること。
特に注釈のないものは、すべての構成員に関する添付資料を提出すること。
【添付資料】
・会社概要（パンフレットでも可） 
・会社定款（最新のもの。写し可） 
・印鑑証明書 （発行後3ヶ月以内の原本に限る）
・使用印鑑届（※契約等に使用する印鑑が代表者印と異なる場合のみ提出する）
・直近1期分の納税証明書（写し可）
　a)町税「納税(完納)証明書」(未納がないことの証明)※町内に本支店等がない事業者で、町税の納税義務者ではない事業者は不要
　b)国税
　・個人事業者「納税証明書その3の2（申告所得税及び復興特別所得税）と消費税及び地方消費税」(未納がないことの証明)
　・法人事業者「納税証明書その3の3（法人税と消費税及び地方消費税）」(未納がないことの証明)
・白糠町上下水道料金の納付証明書※町内に上下水道利用施設等がない事業者は不要。
・法人登記事項証明書（履歴事項全部証明書又は現在事項証明書）
・会社法に定める計算書類一式及び附属明細書（3期分）

	6
	設計・工事監理等事業者調書
	所定の様式に必要事項を記入すること。 
実績は各々最低限の件数でよい。 
以下に示す必要書類を添付の上、提出すること。
【添付書類】
[bookmark: _GoBack]・二級建築士以上の事務所の登録の写し
・基本設計・実施設計及び工事監理の実績を示す書類（契約書の写し等）
・予定の設計者、工事監理者との雇用関係が確認できるもの（健康保険被保険者証、雇用保険被保険者資格等確認通知書等）の写し


	7-1
	施工事業者調書
	所定の様式に必要事項を記入すること。 
実績は各々最低限の件数でよい。 
以下に示す必要書類を添付の上、提出すること。 
【添付書類】
・建設業許可を証する書類の写し
・施工実績を示す書類（契約書の写し等）

	7-2
	配置予定技術者調書
	所定の様式に必要事項を記入すること。
実績は各々最低限の件数で良い。 
以下に示す必要書類を添付の上、提出すること。 
【添付書類】
・法令による免許がある場合はその写し
・予定の監理技術者、主任技術者との雇用関係が確認できる書類

	8
	構成員変更届
	必要に応じて提出すること。

	9
	辞退届
	



（３）提案に必要な書類　（※提出期限：令和8年1月19日(月)）
提出部数　10部（提出物を保存した電子媒体１部）
	番号
	様式名
	記載上の留意事項

	10
	提案書提出届
	所定の様式に必要事項を記入すること。

	11
	委任状（代理人の場合）
	必要に応じて提出すること。

	12
	参考見積書
	所定の様式に必要事項を記入すること。
金額の記載は、算用数字を使用すること。

	13
	要求水準に関する誓約書
	所定の様式に必要事項を記入すること。

	■定性審査事項

	14
	定性審査事項に関する提案書
	所定の表紙をつけること。
共通様式に以下の項目について記入すること。
【項目】※枚数制限：５枚以内
①事業コンセプト
②配置計画
③住戸内部の安全性や暮らしやすさ
④メンテナンス性
⑤環境性能
⑥地域材の利用

	15
	事業計画にする提案書
	所定の表紙をつけること。
指定の様式に必要事項を記入すること。

	■価格審査事項

	16
	価格審査に関する提案書

	所定の表紙をつけること。
所定の様式に必要事項を記載すること。
電子媒体には、計算式を残したエクセルシートを保存すること。

	■計画図面等

	任意
	計画図面等に関する提案書
	所定の表紙をつけること。
任意様式により以下の項目について提出すること。
【項目】
①仕上げ表
②配置図（A3版　1枚以内）
③平面図（A3版　各住棟につき各階1枚以内）
④立面図（A3版　1枚以内）
⑤断面図（A3版　1枚以内）
⑥設備概要
・電気設備、給排水設備、衛生設備及び空調設備、再生可能エネルギー利用設備の設備概要を説明すること。
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（１）募集要項等に関する質問書
（※提出期限：令和7年11月28日(金)迄【参加資格】　　）
（※提出期限：令和7年11月28日(金)迄【参加資格以外】）











（様式１）
令和　　年　　月　　日
募集要項等に関する質問書
　白糠町子育て支援住宅整備事業に係る募集要項等について、以下のとおり質問書を提出します。

	事業者名
	



	質問する資料名
	



	№
	タイトル
	該当箇所
	質　　問

	
	
	頁
	第
	項
	号
	ア
	（ア）
	

	例
	○○○○
	２
	第１
	５
	（２）
	ウ
	（エ）
	○○○○○○○○○○。

	１
	
	
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	
	
	
	


（注１）質問する資料（募集要項、要求水準書、審査基準書）ごとに本様式を作成してください。
（注２）タイトルは、該当箇所のできるだけ細かい本文中のタイトルを記入してください。
（注３）行が不足する場合には、適宜増やしてください。
（注４）募集要項等の該当箇所の順番に並べてください。
（注５）質問書は、Word形式で提出してください。













（２）参加表明に関する提出書類
（※提出期限：令和7年12月12日(金)迄）





（様式２）
　　年　　月　　日

参加表明書

　白糠町長　棚　野　孝　夫　様

住　　所
提出者　事業者名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　㊞

白糠町子育て支援住宅整備事業に係る募集要項等に基づき、本公募に参加することを表明します。

	[bookmark: _Hlk171610040]参加名称
	単　独
	

	
	グループ等
	

	参加工区
	第一工区　・　第二工区　※いずれかに○を付けてください。

	代表者
	所在地
	

	
	商号・名称等
	

	
	代表者氏名
	

	
	建築士事務所登録
	（　　級）建築士事務所（　　　　）知事登録第　　　　号

	
	建設業許可
	（　　　　）知事（　　特・般　　）第　　　　号

	[bookmark: _Hlk172296689]構成員
	所在地
	

	
	商号・名称等
	

	
	代表者氏名
	

	
	建築士事務所登録
	（　　級）建築士事務所（　　　　）知事登録第　　　　号

	
	建設業許可
	（　　　　）知事（　　特・般　　）第　　　　号

	構成員
	所在地
	

	
	商号・名称等
	

	
	代表者氏名
	

	
	建築士事務所登録
	（　　級）建築士事務所（　　　　）知事登録第　　　　号

	
	建設業許可
	（　　　　）知事（　　特・般　　）第　　　　号






	構成員
	所在地
	

	
	商号・名称等
	

	
	代表者氏名
	

	
	建築士事務所登録
	（　　級）建築士事務所（　　　　）知事登録第　　　　号

	
	建設業許可
	（　　　　）知事（　　特・般　　）第　　　　号




	担当者
連絡先
	所在地
	

	
	企業名称・所属
	

	
	職・氏名
	

	
	電話番号
	( 職場・携帯 )　　　　　－　　　　　－

	
	メールアドレス
	



（注１）参加者が単独企業の場合は、構成員欄の記入は不要とする。
（注２）記載欄が不足する場合は、本様式に準じて作成・追加すること。
（注３）押印は、実印とすること。
（注４）代表者欄の建築士事務所登録及び建設業許可については、
該当する項目のみ記入すること。


（様式３）
　　年　　月　　日

グループ構成員及び役割分担表

代表事業者
	商号又は名称
所在地
	


	担当者　氏名
　　　　所属
　　　　電話
　　　　電子メール
	

	
	

	
	
	ＦＡＸ
	

	
	

	＜役割＞
※本事業における役割を簡潔に示してください。
	



構成員
	商号又は名称
所在地
	


	担当者　氏名
　　　　所属
　　　　電話
　　　　電子メール
	

	
	

	
	
	ＦＡＸ
	

	
	

	＜役割＞
※本事業における役割を簡潔に示してください。
	

	商号又は名称
所在地
	


	担当者　氏名
　　　　所属
　　　　電話
　　　　電子メール
	

	
	

	
	
	ＦＡＸ
	

	
	

	＜役割＞
※本事業における役割を簡潔に示してください。
	


（注）記載欄が不足する場合は、本様式に準じて作成・追加すること。
（注）単独企業で参加する場合は提出不要。


構成員
	商号又は名称
所在地
	


	担当者　氏名
　　　　所属
　　　　電話
　　　　電子メール
	

	
	

	
	
	ＦＡＸ
	

	
	

	＜役割＞
※本事業における役割を簡潔に示してください。
	

	商号又は名称
所在地
	


	担当者　氏名
　　　　所属
　　　　電話
　　　　電子メール
	

	
	

	
	
	ＦＡＸ
	

	
	

	＜役割＞
※本事業における役割を簡潔に示してください。
	


（注）記載欄が不足する場合は、本様式に準じて作成・追加すること。
（注）単独企業で参加する場合は提出不要。



（様式４―１）
○○特定建設工事共同企業体協定書（甲）

（目的）
第１条　当共同企業体は、次の事業を共同連帯して行うことを目的とする。
　一　白糠町発注に係る○○建設工事（当該工事内容の変更に伴う工事を含む。以下、単に「建設工事」という。）の請負
　二　前号に附帯する事業

（名称）
第２条　当共同企業体は、○○特定建設工事共同企業体（以下「当企業体」という。）と称する。

（事務所の所在地）
第３条　当企業体は、事務所を○○○○○○番地に置く。

（成立の時期及び解散の時期）
第４条　当企業体は、令和　　 年 　　月　 　日に成立し、建設工事の請負契約の履行後○ヵ月を経過するまでの間は解散することができない。
　　（注）　○の部分には、例えば３と記入する。
２　建設工事を請け負うことができなかったときは、当企業体は、前項の規定にかかわらず、当該建設工事に係る請負契約が締結された日に解散するものとする。

（構成員の住所及び名称）
第５条　当企業体の構成員は、次のとおりとする。
　　　（注）構成員の住所と商号を記載
　
（代表者の名称）
第６条　当企業体は、○○○○○○を代表者とする。

（代表者の権限）
第７条　当企業体の代表者は、建設工事の施工に関し、当企業体を代表してその権限を行うことを名義上明らかにした上で、発注者及び監督官庁等と折衝する権限並びに請負代金（前払金及び部分払金を含む。）の請求、受領及び当企業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。

（構成員の出資の割合等）
第８条　各構成員の出資の割合は、次のとおりとする。ただし、当該建設工事について発注者と契約内容の変更増減があっても、構成員の出資の割合は変わらないものとする。
　　　　　　　　○○○○○○　　○○％
　　　　　　　　○○○○○○　　○○％


２　金銭以外のものによる出資については、時価を参酌のうえ構成員が協議して評価するものとする。

（運営委員会）
第９条　当企業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、組織及び編成並びに工事の施工の基本に関する事項、資金管理方法、下請企業の決定その他の当企業体の運営に関する基本的かつ重要な事項について協議の上決定し、建設工事の完成に当たるものとする。

（構成員の責任）
第10条　各構成員は、建設工事の請負契約の履行及び下請契約その他の建設工事の実施に伴い当企業体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。

（取引金融機関）
第11条　当企業体の取引金融機関は、○○○○とし、共同企業体の名称を冠した代表者名義の別口預金口座によって取引するものとする。

（決算）
第12条　当企業体は、工事竣工の都度当該工事について決算するものとする。

（利益金の配当の割合）
第13条　決算の結果利益を生じた場合には、第８条に規定する出資の割合により構成員に利益金を配当するものとする。

（欠損金の負担の割合）
第14条　決算の結果欠損金を生じた場合には、第８条に規定する割合により構成員が欠損金を負担するものとする。

（権利義務の譲渡の制限）
第15条　本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することはできない。

（工事途中における構成員の脱退に対する措置）
第16条　構成員は、発注者及び構成員全員の承認がなければ、当企業体が建設工事を完成する日までは脱退することができない。
２　構成員のうち工事途中において前項の規定により脱退した者がある場合においては、残存構成員が共同連帯して建設工事を完成する。
３　第１項の規定により構成員のうち脱退した者があるときは、残存構成員の出資の割合は、脱退構成員が脱退前に有していたところの出資の割合を、残存構成員が有している出資の割合により分割し、これを第８条に規定する割合に加えた割合とする。
４　脱退した構成員の出資金の返還は、決算の際行うものとする。ただし、決算の結果欠損金を生じた場合には、脱退した構成員の出資金から構成員が脱退しなかった場合に負担すべき金額を控除して金額を返還するものとする。
５　決算の結果利益を生じた場合において、脱退構成員には利益金の配当は行わない。


（構成員の除名）
第16条の２　当企業体は、構成員のうちいずれかが、工事途中において重要な義務の不履行その他の除名し得る正当な事由を生じた場合においては、他の構成員全員及び発注者の承認により当該構成員を除名することができるものとする。
２　前項の場合において、除名した構成員に対してその旨を通知しなければならない。
３　第１項の規定により構成員が除名された場合においては、前条第２項から第５項までを準用するものとする。

（工事途中における構成員の破産又は解散に対する処置）
第17条　構成員のうちいずれかが工事途中において破産又は解散した場合に
おいては、第16条第２項から第５項までを準用するものとする。

（代表者の変更）
第17条の２　代表者が脱退し若しくは除名された場合又は代表者としての責務を果たせなくなった場合においては、従前の代表者に代えて、他の構成員全員及び発注者の承認により残存構成員のうちいずれかを代表者とすることができるものとする。

（解散後の契約不適合責任）
第18条　当企業体が解散した後においても、当該工事につき契約不適合があったときは、各構成員は共同連帯してその責に任ずるものとする。

（協定書に定めのない事項）
第19条　この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定める
ものとする。

○○○○○○外○社は、上記のとおり○○特定建設工事共同企業体協定を締結したので、その証拠としてこの協定書○通を作成し各通に構成員が記名捺印し、各自所持するものとする。

令和　　　年　　　月　　　日
○○○○○○○
代表取締役　○　○　○　○　　　印
○○○○○○○
代表取締役　○　○　○　○　　　印

（様式４―２）
○○異業種特定建設工事共同企業体協定書（乙）

（目的）
第１条　当共同企業体は、次の事業を共同連帯して営むことを目的とする。
　一　白糠町子育て支援住宅整備事業（当該工事内容の変更に伴う工事を含む。以下、単に「建設工事」という。）の請負
　二　前号に附帯する事業

（名称）
第２条　当共同企業体は、○○異業種特定建設工事共同企業体（以下「当企業体」という。）と称する。

（事務所の所在地）
第３条　当企業体は、事務所を○○○○○○○○に置く。

（成立の時期及び解散の時期）
第４条　当企業体は、令和　　 年 　　月　 　日に成立し、建設工事の請負契約の履行後○ヵ月を経過するまでの間は解散することができない。
２　建設工事を請け負うことができなかったときは、当企業体は、前項の規定にかかわらず、当該建設工事に係る請負契約が締結された日に解散するものとする。

（構成員の住所及び名称）
第５条　当企業体の構成員は、次のとおりとする。
　　　　　　住所　　　　　　　　商号
　　　　　　住所　　　　　　　　商号

（代表者の名称）
第６条　当企業体は、○○○○○○を代表者とする。

（代表者の権限）
第７条　当企業体の代表者は、建設工事の施工等に関し、当企業体を代表して、発注者及び監督官庁等と折衝する権限並びに自己の名義をもって請負代金（前払金及び部分払金を含む。）の請求、受領及び当企業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。

（分担工事額）
第８条　各構成員の工事の分担は、次のとおりとする。ただし、分担工事の一部につき発注者と契約内容の変更増減等のあったときは、それに応じて分担の変更があるものとする。
　　　　○○業務　　　　○○○○○○
　　　　○○業務　　　　○○○○○○
２　前項に規定する分担工事の価格（運営委員会で定める。）については、別に定めるところによるものとする。
（運営委員会）
第９条　当企業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、建設工事の完成に当たるものとする。

（構成員の責任）
第10条　各構成員は、運営委員会が決定した工程表によりそれぞれの分担工事の進捗を図り、請負契約の履行に関し連帯して責任を負うものとする。

（取引金融機関）
第11条　当企業体の取引金融機関は、○○○○とし、代表者の名義により設けられた別口預金口座によって取引するものとする。

（構成員の必要経費の分配）
第12条　構成員はその分担工事の施工のため、運営委員会の定めるところにより必要な経費の分配を受けるものとする。

（共通費用の分担）
第13条　本工事施工中発生した共通の経費等については、分担工事額の割合により毎月１回運営委員会において、各構成員の分担額を決定するものとする。

（構成員の相互間の責任の分担）
第14条　構成員がその分担工事に関し、発注者及び第三者に与えた損害は、当該構成員がこれを負担するものとする。
２　構成員が他の構成員に損害を与えた場合においては、その責任につき関係構成員が協議するものとする。
３　前２項に規定する責任について協議がととのわないときは、運営委員会の決定に従うものとする。
４　前３項の規定は、いかなる意味においても第10条に規定する当企業体の責任を免れるものではない。

（権利義務の譲渡の制限）
第15条　本協定書に基づく権利義務は、他人に譲渡することはできない。

（工事途中における構成員の脱退）
第16条　構成員は、当企業体が建設工事を完成する日までは脱退することができない。

（工事途中における構成員の破産又は解散に対する処置）
第17条　構成員のうちいずれかが工事途中において破産又は、解散した場合に
おいては、残存構成員が共同連帯して当該構成員の分担工事を完成するものとする。
２　前項の場合においては、第14条第２項及び第３項の規定を準用する。



（解散後の契約不適合責任）
第18条　当企業体が解散した後においても、当該工事につき契約不適合があったときは、各構成員は共同連帯してその責に任ずるものとする。

（協定書に定めのない事項）
第19条　本協定書に定めのない事項については、運営委員会において定める
ものとする。

○○○○○○外○社は、上記のとおり○○異業種特定建設共同企業体協定を締結したので、その証拠としてこの協定書○通を作成し各通に構成員が記名捺印し、各自所持するものとする。

令和　　　年　　　月　　　日
○○○○○○
代表取締役　○　○　○　○　　　印
○○○○○○
代表取締役　○　○　○　○　　　印











○○異業種特定建設工事共同企業体協定書第８条に基づく協定書（乙）


　白糠町発注に係る下記工事については、○○異業種特定建設工事共同企業体協定書第８条の規定により、当企業体構成員が分担する工事の工事額を次のとおり定める。

記

分担工事額（消費税及び地方消費税分を含む）
　　　　○○業務　　　　○○○○○○　　○○円
　　　　○○業務　　　　○○○○○○　　○○円

　○○○○○○外○社は、上記のとおり分担工事額を定めたのでその証拠としてこの協定書○通を作成し、各通に構成員が記名捺印して各自所持するものとする。
令和　　　年　　　月　　　日

○○異業種特定建設工事共同企業体
代表者　○○○○○○　代表取締役　○○○○　　印

　　　　　　　　　　○○○○○○　代表取締役　○○○○　　印


（様式５）
　　年　　月　　日

白糠町子育て支援住宅整備事業に係る
参加資格確認申請書


　白糠町長　棚　野　孝　夫　　様


　白糠町子育て支援住宅整備事業に係る募集要項等に基づき、関係書類を添えて参加資格審査を申請します。
　なお、募集要項に定められた本事業への参加要件を満たしていること並びに提出書類の記載事項及び添付書類について事実と相違ないことを誓約します。

	参加名称（単独）：

	参加名称（グループ等）：代表事業者

	参加工区：　　第一工区　　・　　第二工区　　※いずれかに〇を付けてください。

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者名
	
	印

	担当者



	氏名
	

	
	所属
	

	
	電話番号
	
	ＦＡＸ
	

	
	電子メール
	

	本事業における役割
（　設計　・　施工　・　工事監理　）





（様式６）
設計・工事監理等事業者調書
	商号又は名称
	

	所在地
	

	建築士事務所登録番号
	


募集要項　第３の２に示す設計等事業者の参加資格要件について、基本設計・実施設計の実績を記載すること。
	施設名
	

	所在地
	

	建物用途
	

	延べ床面積
	　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡

	構造・階数
	造　　地上　　　階（地下　　階）

	設計実施期間
	　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

	施設概要
	

	業務内容
（複数企業で実施した場合、担当部分を記入）
	


予定の設計担当者を記載すること。
	予定の設計担当者
	

	資格の
状況
	資格の名称
	

	
	登録年月日
	昭和・平成・令和　　年　　月　　日

	
	登録番号
	第　　　　　　　　号


（次ページも記載すること）



募集要項　第３の２に示す工事監理事業者の参加資格要件について、工事監理の実績を記載すること。
	施設名
	

	所在地
	

	建物用途
	

	延べ床面積
	　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡

	構造・階数
	造　　地上　　　階（地下　　階）

	工事監理実施期間
	　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

	施設概要
	

	業務内容
（複数企業で実施した場合、担当部分を記入）
	



　予定の工事監理担当者を記載すること。
	予定の工事監理担当者
	

	資格の
状況
	資格の名称
	

	
	登録年月日
	昭和・平成・令和　　年　　月　　日

	
	登録番号
	第　　　　　　　　号


※記載欄が不足する場合は、本様式に準じて作成・追加すること。
※以下の資料を本様式の後に添付すること。
・二級建築士以上の事務所登録を証明する書類
・基本設計・実施設計及び工事監理の実績を示す書類（契約書の写し等）
・予定の設計者、工事監理担当者との雇用関係が確認できるもの（有効期限内の健康保険被保険者証、マイナ保険証（表面）、国民健康保険の資格確認書、雇用保険被保険者資格等確認通知書等）の写し



（様式７-１）
建設事業者調書
	企業体の名称
	特定建設工事共同企業体

	商号又は名称
	

	所在地
	

	建設業許可番号
	（特定・一般）


募集要項　第３の２に示す建設事業者の参加資格要件について、代表的なものを１つ記載すること。
	施設名
	

	所在地
	

	建物用途
	

	延べ床面積
	　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡

	構造・階数
	造　　地上　　　階（地下　　　階）

	工事期間
	　　年　　月　　日　～　　年　　月　　日



【構成員】
	商号又は名称
	

	所在地
	

	建設業許可番号
	（特定・一般）



【構成員】
	商号又は名称
	

	所在地
	

	建設業許可番号
	（特定・一般）


※記載欄が不足する場合は、本様式に準じて作成・追加すること。
※以下の資料を本様式の後に添付すること。
・建設業許可を証明する書類の写し
・共同企業体の構成員としての施工実績は、出資比率２０％以上のものに限る。
・施工建設実績を示す書類（契約書の写し等）



（様式７-２）
配置予定技術者調書

	企業体の名称
	特定建設工事共同企業体

	商号又は名称
	



	区分
	監理技術者
主任技術者
	氏名
	
	経験年数
	

	最終学歴
	卒業年月
	学校名
	専攻学科

	
	年　　月
	
	

	法令によ
る免許等
	取得年月
	免許等の名称
	登録番号等

	
	年　　月
	
	

	
	年　　月
	
	

	
	年　　月
	
	

	主要工事
	工事名
	

	
	発注機関名
	

	
	請負金額
	

	
	施工場所
	

	
	工期
	

	
	従事役職
	



※グループ等による参加の場合は、企業体の構成員ごとに作成すること。
※代表者は監理技術者を専任で配置できること。その他の構成員は監理技術者又は主任技術者を配置できること。
※「従事役職」欄には、主任技術者、監理技術者等と記載すること。
※以下の資料を本様式の後に添付すること。
・法令による免許のある場合は、写しを添付すること。
・予定の設計者、工事監理担当者との雇用関係が確認できるもの（有効期限内の健康保険被保険者証、マイナ保険証（表面）、国民健康保険の資格確認書、雇用保険被保険者資格等確認通知書等）の写し


（様式８）
　　年　　月　　日


構成員変更届


　白糠町長　棚　野　孝　夫　　様

　白糠町子育て支援住宅整備事業について、参加表明書及び参加資格確認申請書を提出しましたが、下記の理由により、別添のとおり構成員を変更させていただきたく、当該変更後の事業者に係る参加資格確認申請書及び関係書類を添え、構成員変更届を提出します。
　この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

	代表事業者
	商号又は名称
	
	

	
	所在地
	
	

	
	代表者名
	
	印

	
	参加工区
	第一工区　・　第二工区　※いずれかに○を付けてください。



記
（変更する理由を記載すること）

	構成員
（変更前）
	商号又は名称
	

	
	所在地
	

	
	代表者名
	

	
	担当者　氏名
	

	
	　　　　所属
	

	
	　　　　電話
	
	ＦＡＸ
	

	
	　電子メール
	

	
	＜本事業における役割（設計・工事監理・建設）＞
　本事業における役割を選択し、その内容を簡潔に記載してください。なお、一つの業務を複数の事業者で分担する場合は、分担する業務の内容についても記載してください。

	
	

	構成員
（変更後）
	商号又は名称
	

	
	所在地
	

	
	代表者名
	

	
	担当者　氏名
	

	
	　　　　所属
	

	
	　　　　電話
	
	ＦＡＸ
	

	
	　電子メール
	

	
	＜本事業における役割（設計工事監理・建設）＞

	
	


※変更する構成員が複数の場合は、本様式に準じて追加・作成してください。
※構成員を変更することにより、他の構成員の本事業における役割を変更する場合は、当該事業者に関しても、本様式に準じて作成してください。

（様式９）
　　年　　月　　日

辞退届


　白糠町長　棚　野　孝　夫　　様


　白糠町子育て支援住宅整備事業について、都合により本公募への参加を辞退します。

	参加名称（単独）
	
	

	参加名称（グループ等）
	代表事業者
	

	参加工区
	第一工区　・　第二工区　※いずれかに○を付けてください。

	所在地
商号又は名称
代表者名
	


	

印

	構成員
	
	

	所在地
商号又は名称
代表者名
	

	

印

	構成員
	
	

	所在地
商号又は名称
代表者名
	

	

印

	構成員
	
	

	所在地
商号又は名称
代表者名
	

	

印


（注１）記載欄が不足する場合は、本様式に準じて作成・追加すること。
（注２）押印は、実印とすること。
















（４）提案書類
（※提出期限：令和8年1月19日(月)迄）





（様式１０）
　　年　　月　　日

提案書提出届


　白糠町長　棚　野　孝　夫　　様


　白糠町子育て支援住宅整備事業の提案書類を添付して提出します。
　なお、募集要項等に定められた参加資格要件を満たしていること、並びに提出書類の記載事項及び添付書類について事実と相違ないことを誓約します。



	参加名称（単独）
	
	

	参加名称（グループ等）
	代表事業者
	

	参加工区
	第一工区　・　第二工区　※いずれかに○を付けてください。
	

	所在地
	
	

	商号又は名称
	
	

	代表者名
	
	印





（様式１１）

　　年　　月　　日
委任状（代理人の場合）


　白糠町長　棚　野　孝　夫　　様


	参加名称（単独）
	
	

	参加名称（グループ等）
	代表事業者
	

	参加工区
	第一工区　・　第二工区　※いずれかに○を付けてください。

	所在地
	
	

	商号又は名称
	
	

	代表者名
	
	印





　　　私は、　　　　　　　　　　　　　を代理人と定め、次の事項を委任いたします。

　　　件名：白糠町子育て支援住宅整備事業への提案書提出に関すること


	受任者
	住　所
	
	

	
	氏　名
	
	印




（注１）本様式は、代表事業者の代表取締役から支店長等への委任状である。


（様式１２）
　　年　　月　　日

参　考　見　積　書

１　事業の名称　：　白糠町子育て支援住宅整備事業

２　参考見積額　：　100分の10に相当する消費税及び地方消費税の額を含みます。

	
	千
	百
	十
	億
	千
	百
	十
	万
	千
	百
	十
	円

	設計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	建設
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	工事監理
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（うち消費税地方消費税の額　　　　　　　　　　　　　　円）

　白糠町子育て支援住宅整備事業募集要項、要求水準書、審査基準等の各条項を承諾の上、事業費（設計、建設工事、工事監理に要する費用）を上記のとおり見積もります。

　　　　白糠町長　棚　野　孝　夫　　様

	参加名称（単独）
	
	
	

	参加名称（グループ等）
	代表事業者
	
	

	参加工区
	第一工区　・　第二工区　※いずれかに○を付けてください。

	
	所在地
	
	

	
	商号又は名称
	
	

	
	代表者名
	
	印

	＜代理人の場合＞
	
	

	
	氏名
	
	印


（注１）金額は、算用数字で表示し、頭書に￥の記号を付記すること。
（注２）代理人による場合は、代表事業者欄及び代理人欄に記載すること。

（様式１３）
　　年　　月　　日

要求水準に関する誓約書


　白糠町長　棚　野　孝　夫　　様


　　　令和　年　月　日に公表されました白糠町子育て支援住宅整備事業に係る募集要項等に対して提出する本提案書類等は、要求水準書に規定された要求水準と同等又はそれ以上の水準であることを誓約します。


　　　
	参加名称（単独）
	
	

	参加名称（グループ等）
	代表事業者
	

	参加工区
	第一工区　・　第二工区　※いずれかに○を付けてください。
	

	所在地
	
	

	商号又は名称
	
	

	代表者名
	
	印






























白糠町子育て支援住宅整備事業
（　第一工区　・　第二工区　）に係る※いずれかに○を付けてください。


提案書（正本）


定性審査事項に関する提案書
事業計画に関する提案書
価格審査に関する提案書
計画図面等に関する提案書




○応募者又は応募グループ名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　











白糠町子育て支援住宅整備事業
（　第一工区　・　第二工区　）に係る※いずれかに○を付けてください。


提案書（副本）


定性審査事項に関する提案書
事業計画に関する提案書
価格審査に関する提案書
計画図面等に関する提案書





白糠町子育て支援住宅整備事業に係る提案書類













定性審査事項に関する提案書（表紙）




（様式１４）
定性審査事項に関する提案書
	【提案内容により項目名を記載して下さい。】（例：①事業コンセプト　等）

	共通様式



（●ページ）
白糠町子育て支援住宅整備事業に係る提案書類













事業計画に関する提案書（表紙）




白糠町子育て支援住宅整備事業に係る提案書類













価格審査に関する提案書（表紙）




白糠町子育て支援住宅整備事業に係る提案書類














計画図面等に関する提案書（表紙）




